
教 学 第１５７６号 

令和５年１１月１日 

 

 

我孫子市学校給食調理業務委託のプロポーザル募集要領 

 

令和６年度我孫子市学校給食調理業務委託業者選定実施要領に基づき、公募型プロポーザルの参加 

者を次のとおり募集します。 

 

１．事業概要 

（１）事業目的 

         給食の質を維持し、より安全でおいしい給食を児童生徒に提供する為、優れた調理技術を有 

し、教育の一環として学校給食の意義を理解し、児童生徒との交流や学校行事等に積極的に参 

加できる業務委託業者の選定を目的とする。 

 

（２）事業名及び所在地等 

 

① 我孫子市立我孫子第二小学校給食調理業務委託（公契約） 

         我孫子市下ヶ戸６１０番地          

② 我孫子市立我孫子第三小学校給食調理業務委託（公契約）     

我孫子市柴崎台３丁目３番１号      

③ 我孫子市立高野山小学校給食調理業務委託（公契約）    

我孫子市高野山１９８番地     

④ 我孫子市立根戸小学校給食調理業務委託（公契約）    

我孫子市つくし野４丁目１７番１号       

⑤ 我孫子市新木小学校給食調理業務委託（公契約） 

                   我孫子市新木１４６０番地        

⑥ 我孫子市立湖北台中学校給食調理業務委託（公契約） 

 我孫子市湖北台６丁目９番１号    

 

（以下本文で「事業」という。） 

 

（３）履行期間  令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日  

 

 

２．事業内容の詳細 

「提案様式」・「我孫子市学校給食調理業務委託仕様書」・「調理業務工程に伴う調理 

業務指示書」・「給食室概要図」のとおり。我孫子市役所ホームページの「入札・契約情報」 

からダウンロードしてください。 

 

３．参加資格 

① 令和５年１１月１日において、我孫子市競争入札参加資格者登録簿の「委託」の大分類「１ 

３（医療・医事・給食）」の中分類「５（学校・寮給食）」に登録があること。 

② 地域要件の有無：無 

③ 受注実績の有無：公告の日から起算して過去５年以内に小・中学校給食調理業務等の受注 

実績があること。 

④ その他:「我孫子市学校給食調理業務委託仕様書」に基づく業務の履行が可能であること。 

⑤ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定による制限を 

受ける者でないこと又は同条第２項の規定により現に資格停止の処分を受けていないこと。 

⑥ 募集開始の日から結果の公表の日までの間、我孫子市建設工事等請負業者指名停止要綱（平 

成１５年訓令第８号）に基づく指名停止の措置又は我孫子市入札契約に係る暴力団対策措 



置要綱（平成２７年告示第８４号）に基づく指名除外措置を受けていないこと。 

⑦ 結果の公表の日前６月以内に手形又は小切手の不渡りがないこと及び手形交換所による取 

引停止処分を受けた者にあっては、当該処分の日から２年を経過していること。 

⑧ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者にあっては、同法に基づく 

裁判所からの更生手続開始決定がなされていること。 

⑨ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者にあっては、同法に基づく 

裁判所からの再生手続開始決定がなされていること。 

⑩ 役員等（参加者が個人である場合にはその者と、参加者が法人である場合にはその役員又 

は支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。）が暴力団員による不当な行為の防 

止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団 

員でなくなった日から５年を経過しない者でないこと。 

⑪ 募集開始の日から過去３か月以内に我孫子市から契約解除をされていないこと。 

 

４．参加手続等 

（１）発注課及び提出先 

    〒２７０－１１６６ 千葉県我孫子市我孫子１６８４番地  

我孫子市教育委員会 学校教育課 保健給食係 

       電話 ０４－７１８５－１２６７  ＦＡＸ ０４－７１８２－３６００ 

 

（２）企画提案書の提出期限、提出場所及び方法 

    令和５年１２月１日（金） 郵送により午後５時まで必着、前記（１）の発注課に書留又は

簡易書留、レターパックにより提出すること。（持参不可） 

 

５．質疑及び回答 

  ①質 疑 

質疑がある場合、令和５年１１月９日（木）の午前９時から午後５時までにファクシミリで 

発注課あてに質問書（様式Ｂ）を提出してください。 

なお、所定の期日を過ぎた質疑は受け付けません。 

②回 答 

令和５年１１月１５日（水）の午後１時までに我孫子市ホームページの「事業者向け情報＞ 

入札・契約＞令和４年度入札情報＞公募型プロポーザル」に掲載するものとし、個別の回答 

は行いません。また、質疑がないときは、その旨をホームページに掲載します。 

 

６．参加報酬及び契約額 

（１）公募型プロポーザル参加報酬 

無償とします。 

 

（２）契約額 

次の予定価格以下で提案者の見積額とします。 

 

委託校      予定価格の上限金額（円） 

① 我孫子市立我孫子第二小学校 ２５，０１３，０００（税込み） 

② 我孫子市立我孫子第三小学校 ３２，７６７，０００（税込み） 

③ 我孫子市立高野山小学校 ２８，７５４，０００（税込み） 

④ 我孫子市立根戸小学校 ３４，７４９，０００（税込み） 

⑤ 我孫子市立新木小学校 ２４，７４０，０００（税込み） 

⑥  我孫子市立湖北台中学校 ２４，５３８，０００（税込み） 

  ※消費税は１０％として見積もること。 

  ※消費税は消費税法の規定により支払うものとする。 

 



 ７．公契約条例の適用 

  予定価格が２，０００万円（税込み）以上の契約については、我孫子市公契約条例の適用を受 

ける。我孫子市公契約条例の適用を受ける公契約を締結した事業者は、次に示す事項を含め、 

我孫子市公契約条例及び我孫子市公契約条例施行規則に規定された事項を遵守しなければなら 

ない。 

 

① 当該給食調理業務に従事する労働者等に対し、我孫子市公契約条例第６条に規定されてい 

る労務報酬下限額以上の賃金を支払わなければいけないほか、労働者の適正な労働条件の 

確保等をすること。 

② 我孫子市公契約条例第８条に規定されるとおり台帳の作成及び備付け並びに市長等に対す 

る報告を行なわなければならない。 

※ 我孫子市公契約条例、我孫子市公契約条例施行規則は、我孫子市役所ホームぺージの「事 

業者向け情報＞入札・契約＞公契約条例＞我孫子市公契約条例の手引き」参照。 

 

８．無効となる企画提案 

企画提案が次のいずれかに該当する場合は、無効となることがあります。 

① 提出方法及び提出期限を遵守しないもの。 

② 募集要領に指定する作成様式及び記載上の注意事項に示された条件に適合しないもの。 

③ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

④ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

⑤ 許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの。 

⑥ 虚偽の内容が記載されているもの。 

⑦ 本募集要領６.（２）の上限金額を超える見積金額で提案された場合 

 

９．プロポーザル参加の辞退 

   企画提案書を提出後、本プロポーザルの参加を辞退する場合は、辞退届（任意様式）を郵送又 

は持参により教育委員会へ提出してください。 

 

１０．企画提案の評価 

   選定委員会による審査（評価項目ごとに得点化）を経て総合評価を行い委託業者を選定します。 

 

 （１）評価項目等 

評価事項 評価項目 評価方法 

経営状況 

総売上高、自己資本比率、流動比率、固定比率、

技術職員数、営業年数、ＩＳＯ及びＨＡＣＣＰの

取得状況、瑕疵担保力 

様式１の書類審査 

実績状況 
自校方式受託校数、東葛飾地区管内受託校数、過

去の食中毒事故発生状況 
様式１、２の書類審査 

課題に対する提案 提案の的確性、提案の独自性、提案の実現性 
様式３－１、３－２、３－３の

書類審査及びヒアリング 

事業の実施体制 

事業の実施方針 
任意様式の書類審査及びヒア

リング 

調理業務従事者の配置体制 
様式４－１、４－２の書類審査

及びヒアリング 

巡回指導及び研修計画 
様式５の書類審査及びヒアリ

ング 

コスト 見積価格 任意様式による見積書類審査 

 

（２）選定委員会による書類審査・ヒアリング 



選定委員会を次のとおり開催し、選定委員による企画提案の書類審査及びヒアリングで評価 

を行い、受託者を特定します。 

なお、ヒアリングでは実際に本事業を担当する者の出席を求め、企画提案内容の説明及び質 

疑応答を行います。ヒアリングの案内は、企画提案書の提出期限以降に電話及び文書で通知し 

ます。 

   ① 選定委員会の日程・場所 

     令和５年１２月１８日（月） 午前９時から午後５時 

                   我孫子市教育委員会 大会議室 

                   参加者ごとの参集時間は、別途通知します。 

   ② 選定委員 

     委員長（教育総務部長）、委員（学校給食に関し知見を有する者、選定を行う学校の校長、 

学校教育課長、学校教育課課長補佐、学校教育課職員（栄養士）、学校栄養士会代表 

③ ヒアリングによる提案内容の説明 

１０分以内 

提出した企画提案書に基づき説明してください。 

なお、企画提案書をＯＨＰ、スライド、プロジェクター、パネルで拡大することはで 

きません。追加資料を用いることもできません。 

④ 質疑応答 

１件につき５分（応募する事業数×５分）＋１０分 

例）１件・・１５分 ３件・・２５分 ７件・・４５分 

⑤ 出席者  ３名以内 

総括管理者又は本事業を実施する際の責任者は必ず出席してください。 

 ⑥ 審査結果 

令和６年１月５日（金）以降に電話及び文書で通知します。 

       評価点数の合計が最も高い提案を最優秀提案とし、同点で最も高い提案が２以上あるとき

は、くじにより最優秀提案を特定します。最優秀提案の事業者を委託予定事業者とします。 

最終結果は、我孫子市役所ホームページの入札・契約情報に掲載します。 

⑦ 最低基準点 

最低基準点とは、本事業が適切に履行されない恐れがあると認められる場合の評価点です。 

本プロポーザルでは、次のように最低基準点を設定し、合計評価点が同点未満の場合は特 

定しません。 

最低基準点  ５０点 

 

１１．提出書類及び提出部数 

Ｎｏ. 様式の名称 様式番号 提出部数 

１ 企画提案書兼誓約書 表紙・様式Ａ 応募する事業ごとに１部 

２ 会社概要 様式１ 

応募する事業数＋９部 

(例) 

１事業応募・１＋９＝１０部 

３事業応募・３＋９＝１２部 

６事業応募・６＋９＝１５部 

３ 小・中学校の自校給食受託実績 様式２ Ｎｏ．２に同じ 

４ 課題に対する提案 
様式３－１、３－２、

３－３ 

応募する事業ごとに９部 

(例) 

１事業応募・１×９＝９部 

２事業応募・２×９＝１８部 

３事業応募・３×９＝２７部 

５ 
調理業務実施要領（マニュアル）及び衛生

管理体制（マニュアル） 
任意様式 Ｎｏ．２に同じ 



６ 
調理作業工程表 

※別紙「調理業務指示書」に基づき作成 
任意様式 

Ｎｏ．４に同じ ７ 調理業務従事者の配置体制 様式４－１、４－２ 

８ 巡回指導及び研修計画 様式５ 

９ 調理業務委託見積書  任意様式 応募する事業ごとに１部 

※Ｎｏ．１及びＮｏ．９は、それぞれ別綴りとしてください。 

※Ｎｏ．４及びＮｏ．６～８は、Ｎｏ．２、Ｎｏ．３、Ｎｏ．５と分けて必要部数分冊子にしてくだ 

さい。 

 

１２．作成方法 

全ての提出書類について、用紙の大きさはＡ４タテ（左綴じ）としてください。 

なお、各種様式については次のとおり作成してください。 

 （１）企画提案書兼誓約書（表紙・様式Ａ） 

    参加者の欄は、主たる営業所又は受任事務所について記入し、代表者印または受任者の印を 

押印してください。 

 （２）会社概要（様式１） 

    英数字は全角で記入してください。 

（３）小・中学校の自校給食受託実績（様式２） 

   事業件数が記入欄の数を超える場合には、様式をコピーの上記入してください。 

（４）課題に対する提案（様式３－１、３－２、３－３） 

   本事業の課題は、次のとおりです。 

課題１ 給食調理室の暑さ対策について 

課題２ 委託事業者の移行に伴う引継ぎ業務における工夫について 

課題３ 食育に関する学校への協力体制や企画の提案について 

   提案は、課題について参加者の基本的な考え方を文章で簡潔に記入してください。 

なお、文章を補完するための写真、イラスト、イメージ図は使用できます。 

（５）調理業務実施要領（マニュアル）及び衛生管理体制（マニュアル）（任意様式） 

   調理業務実施要領については、食中毒など問題発生時の体制や対処方法も含めてください。 

（６）調理作業工程表（任意様式） 

   別紙「調理業務指示書（小学校、中学校）」に基づき作成してください。 

（７）調理業務従事者の配置体制（様式４－１、４－２） 

   様式内の指示に基づき記入してください。 

（８）巡回指導及び研修計画（様式５） 

   様式内の指示に基づき作成してください。 

 

１３．その他 

（１）使用する言語及び通貨 

    日本語、日本円 

（２）契約 

  本プロポーザルに係る事業を翌年度以降に履行する場合は、事業に係る予算が議会で可決後

に契約を締結します。（契約は単年度とし、翌年度、翌々年度は業務良好と認められ、契約金

額が同等の場合に継続して契約する予定となります。３年ごとにプロポーザルによる募集を行

います。但し、給食運営方法等の変更により、業務内容が大きく変わる場合は、この限りでは

ない。） 

（３）関連情報を入手するための照会窓口 

    前記４．（１）の発注課 

（４）参加資格又は受注資格の喪失 

企画提案から選定委員会の開催までの間に参加者が選定委員に対して提案の追加又は補足 

説明等を行なったことが判明した場合は、次のとおりとします。 

① 選定前に判明した場合は、参加資格を喪失します。 



② 選定後に判明した場合は、受託資格を喪失します。 

（５）その他 

① 企画提案に係る費用は、無償とします。 

② 企画提案書は、プロポーザル以外で参加者に無断で使用しないものとします。 

③ 企画提案書に虚偽の記載をした場合は、提案を無効とすると共に指名停止措置を行なうこ 

とがあります。 

④ 企画提案書は、選定及び特定を行なう作業に必要な場合に複製を作成することがあります。 

⑤ 企画提案書の提出期限後における、企画提案書の差し替え及び再提出は認めません。また、

企画提案書に記載した配置予定の技術者は、病気、死亡、退職等、特別な場合を除き、変 

更することができません。 

⑥ 企画提案書は、返却しません。 

⑦ プロポーザル結果表については、特定された者及び特定されなかった全ての者の名称及び 

評価点を原則公表します。ただし、選定委員会において、特別な理由により特定されなか 

った者の名称を公表しないと決定したときは、この限りではありません。 

⑧ 企画提案書は、プロポーザルの公正性、透明性及び客観性を確保する必要があると認めた 

場合、参加者の許可を得て公表することがあります。 

⑨ 発注者から受領した資料は、発注者の許可なく公表、転載及び引用することはできません。 

⑩ 発注者が貸与した資料がある場合は、企画提案書の提出期限に企画提案書と共に返却する 

ものとします。また、資料を紛失した場合は、実費弁償するものとします。 


